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●はじめに：本分科会の主旨
浮網佳苗（京都大学）
　本分科会では、大学や研究機関等に所属
する若手研究者が中心となって研究活動を
行っている「コーポラティブ・ラボ」（く
らしと協同の研究所における研究会）のメ
ンバーによる各報告から、協同の力で支え
る「食のこれから」について、様々な取り
組みを通じて考えていきます。
　食べることは私たちの日常の中心にあ
り、日本国内には地域固有の食が数多く存
在しています。そうした地域ならではの食
を守り、育てていくためには、何に着目し、
何を大事にし、どのように行動すれば良い
のかということについて、「食」がもつ多
様で多彩な価値に焦点をあてて考えていき
ます。そして、協同をはじめとする食を巡
る様々な実践を見ていくことを通じて、一
人ひとりが「食」を自身の問題として捉え
ていくために必要なことを見出していきた
いと思います。

●報告Ⅰ
フードシステムの地域デザイン－震災・原
子力災害、次の 10 年を見据えて－
則藤孝志（福島大学）

１．「食」のもつさまざまな顔
　食にはさまざまな側面があります。健康・
ライフスタイル・文化・社会的な側面はも

ちろん、主要な地域の産業としても捉える
ことができます。その中で、特に私が注目
しているのは、食というのはすべての人が
毎日関わるといった「必需性」がある点で
す。
　例えば、すべての人々が関わる食を通じ
て、地域産業の基盤である農業と繋がるこ
とができれば、それらを通じて多くの人々
が関わる地域の活動（＝地域づくり）にな
ると考えます。私自身、そうした仕組みや
方法について、フードシステムという視点
から研究を行ってきました。
　その中でこれまで注目してきたのが、協
同組合間の連携です。地域におけるフード
システムのデザインというのは、これから
の食を考える上での重要なキーワードにな
ると考えます。

■□ 第１分科会

協同の力で支える食のこれから

　　浮網佳苗（京都大学）・則藤孝志（福島大学）・山野薫（近畿大学）・
　　片上敏喜（日本大学）・小田巻友子（立命館大学）

図 1：地域におけるフードシステムのデザイン
（筆者作成）

第１分科会



46

東日本大震災と協同組合 －これまでとこれからの 10 年を見据えて－

　具体的には、図１のような形で、地域に
おけるフードシステムでは、農業が基盤に
あり、それに関連するさまざまな産業が域
内、あるいは周辺地域で結び付き、作る人、
使う人、食べる人が、互いに思いをもって
交流し、取引することによって賑わう姿と
いうものを構想していくことが重要になる
と考えます。そして、こうした循環を円滑
にする役割として、協同組合セクターの存
在が必要になるといえます。

２．「ふくしま大豆の会」と「福島県食品
生産協同組合」の取り組み
　その一例として、「ふくしま大豆の会」
の取り組みを紹介したいと思います。すで
にご存じの方も多いとは思いますが、ふく
しま大豆の会は、福島県の生協と農協、そ
して食品メーカーが連携して、福島県の大
豆を用いて地産地消を実践する活動を行っ
ています。その活動は、約 20 年間にわたっ
て継続して今日まで発展を遂げてきまし
た。また原子力災害にも負けず、取り組み
を継続してきました。
　これらの取り組みについて調査を行って
見えてきたのは、「買い食べ支える仕組み
を関係者でとことん議論し、構築してきた
こと」です。ふくしま大豆の会では、そう
した議論の中で、福島県域の産地で大豆を
栽培する生産者を応援することができる仕
入の原料価格をについても検討が行われま
した。合わせて、仕入れた大豆を納豆や豆
腐に加工して、生協組合員に販売する際に、
組合員が日常的に購入できて食べ支え続け
ることができる価格設定を行いました。加
えて、継続的に購入する仕組みとして会員
制を導入し、事業が成立する１万食を目標
に、生協が組合員に主旨を伝えて、購入を
呼び掛けるといったことを実践してきまし
た。

　また同じ福島県内の取り組みとして、中
小企業の協同組合である「福島県食品生産
協同組合」について紹介します。同協同組
合は、従来の同業者の集まり、団体として
の中小企業組合ではなくて、食肉・食品加
工、水産加工、農業、運送・食品卸といっ
た食に関わる 10 社の組合員で作る異業種
連携型の事業協同組合になります。
福島県食品生産協同組合では、人材育成、
製品・販路、ビジネスモデルに関するアイ
デアをもつ事業者が集結し、経営体力やマ
ンパワーの問題によって 1 社では実現す
ることが難しいアイデアを、異業種連携型
の事業協同組合によって実現していこうと
する取り組みを行っています。
　こうした取り組みを行うのは、それぞれ
の事業者が震災・原子力災害で大きな損害
を被ってきた中で、それでも諦めず、次の
一手を探している中で、こうした連携に
よって乗り越えていこうと考えているから
です。このような動きは、ポストコロナと
いわれるような、これからの中小企業の戦
略にも繋がるのではないかと考えていま
す。

３．原子力被災地のこれからの 10 年を考
えるキーワードとしての「食」
　次に原子力被災地のこれからについて、
福島県双葉郡大熊町の食への取り組みから
考えていきたいと思います。大熊町は原発
が立地するということで、主な産業は電力
関連産業でしたが、一方で多くの町民が兼
業農家で生活のすぐ隣には農業があったと
いう状況でした。農業としては、米をはじ
め、梨・キウイフルーツといった果樹農業
が盛んでしたが、原発事故が発生して、大
熊町は避難、帰還困難区域に指定されまし
た。その後、事故当時の風向きによって比
較的汚染度の度合いが小さかった町南西部
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の地区（大河原地区等）において、2019
年４月に避難解除となり、町役場も大川原
地区に移転し業務を再開しました。
　ここで、これまでの復興政策の動きを整
理しておきたいと思います。これまでは産
業復興というのが主軸でした。農業であれ
ば営農の再開といったように、農業の復興
が重要視されていました。しかしながら、
研究調査を重ねていくうちに、こうした産
業としての農業を軌道に乗せるためには、
地域力としてのコミュニティが伴っていな
いといけないということがわかってきまし
た。一方で、復興庁が大熊町民に調査を行っ
たところ、大熊町に既に戻っている人と戻
りたいと考えている人を合わせても全体の
10％ほどの割合に止まっているという現状
があり、大半の人々が大熊町に戻らないと
決断している現実があります。
　さらに営農再開の状況を見てみると、現
在、営農再開が目指されているのはごく限
られた地区に止まっている現状がありま
す。本来は特産品であったキウイフルーツ
や梨を再開したいのですが、果樹農業とい
うのは 10 年間のブランクがあることが影
響して技術的に行うのが難しい状況がある
ので、まずは水田、そして野菜というとこ
ろから営農再開が模索されています。また
新しい農業形態の導入ということで 2018
年から、太陽光を積極的に利用した植物工
場を設置してイチゴの周年栽培を行っては
いますが、働き手が少ないということもあ
り、フル稼働していないという状況もあり
ます。
　こうしたことからも読み取れるように、
様々な産業そのものを動かしていくには、
やはり人々が居住し、生活できる環境を整
えていくことが重要だといえます。また大
熊町役場による調査で、大熊町から避難し
た農家の方々に、農業の再開について調査

したところ、再開についてはおよそ８割の
方は難しいという回答がありました。その
要因としては、先述した 10 年間農業から
離れているという技術的なブランクや、年
齢・体力面の問題（皆 10 歳年をとってい
る）、農機具購入費などの経済的問題があ
るといえます。

４．「食のコミュニティ」をいかに再生す
るか
　写真 1・2 に示す公営住宅や商業施設は、
いずれも既にオープンしてはいますが、こ
うしたハード面だけではなく、その場には
人々の交流からなるコミュニティが伴って
なくてはなりません。そうしたコミュニ
ティを形成していくための力として、「食」
は非常に有効な手段になるのではないかと
考えます。

 

 
　そのように考えるのは、近年の動きとし
て、元来、地域で頑張っていた人以外に

写真 1：大熊町の災害公営住宅
（大熊町役場ウェブサイトより転載）

写真 2：大熊町の商業施設
（大熊町役場ウェブサイトより転載）
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NPO や企業組合を通じた人々の新しい動
きが生まれていることにあります。その動
きの一つとして、大熊町農業委員会の会長

（2021 年７月現在）である根本友子さんが
行っていた企業組合「アグリママ」の取り
組みについてご紹介いたします。
　「アグリママ」は６人の女性グループで
発足し、転作大豆の地産地消から活動はス
タートしました。その中で、味噌加工、豆
腐、柏餅、大福、梅干し等をつくり、直売
所での販売や学校給食に供給していく中
で、2005 年に新たに企業組合を設立して
活動を行ってきました。しかし、震災後、
避難の過程でメンバーが県内外に散り散り
になってしまいました。またこの 10 年間
の間にメンバーの一人がお亡くなりになる
など、人材面、技術面を原材料、施設、組
織、ネットワーク等、10 年の歳月を取り
戻すのは難しい現状があるのですが、リー
ダーの根本さんは、何とか頑張って活動を
行っていくことを模索しています。
　また先述した災害公営住宅（写真 1）に
ついても、一見すると真新しくて少しさみ
しく見えるかもしれませんが、入居されて
いる町民の多くが農業に携わっていた方と
いうこともあり、災害公営住宅にある共有
スペースで家庭菜園（写真 3）を行ってい
ます。また各住宅の軒下にはたくさんのタ
マネギが干されているなどの風景も見られ
ます。
　地域の復興には、地域産業の核である農
業の再生、営農再開が不可欠であると考え
ます。しかしながら、現実的に考えた時に、
10 年のブランクがもたらした影響は極め
て大きいといえます。そこで自家菜園を含
めた「小さな農」を通じて、そこで栽培し
た野菜を販売する直売所を設立していくこ
となどが住民のアイディアとして挙がって
います。また災害公営住宅には調理室が設

置された交流館が隣接しているため、栽培
した農産物を調理していけるような簡易的
な加工施設をつくれないかというような声
も上がってきています。

　

 

　こうした動きを通じて、食からコミュニ
ティを再生していこうとする動きが出てき
ています。これらは小さな活動かもしれま
せんが、このような活動に「アグリママ」
のような従来から行っていた企業組合によ
る農産加工といった産業的な側面がつな
がっていくことで、食を介して農業の再生
や、地域そのものの再生へとつながってい
く可能性が見出せるのではないかと考えて
います。

●報告Ⅱ
水産物の販路選択と産地形成
山野薫 （近畿大学）

１．漁業・水産物流通の現状と課題
　本報告では、水産物に焦点を当てて、漁
業者が選択する水産物の販路と、同じ地域
に複数の販路が存在することによって当該
地域が漁業者にとってどのような産地と
なっているのかを紹介します。
漁業における重要な課題のひとつに少量多
品種の水産物をどのように流通させること

写真 3：災害公営住宅エリアの家庭菜園
（2021 年 6 月 筆者撮影）
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ができるか、という点があります。漁業で
は海に投げ入れた漁具を引き上げるまで、
どのような魚がどれだけ獲れるかは正確に
はわかりません。もちろん、漁業者は経験
から、漁具をあげずともおおよその釣果の
目途をつけることはできますが、実際には、
港で水揚げし、産地卸売市場で価格が付い
た時点ではじめて正確な釣果がわかる仕組
みになっています。
　そうした中で、近年は青果や果物と同様
に、水産物の取引においても、定量・定時
入荷、定規格、定価格といったことが求め
られる傾向にあります。ただ、日本近海で
操業する場合は少量多品種の水産物が水揚
げされることも多く、需要と供給のミス
マッチが発生しがちです。求められた商品
を揃えることも大切ですが、いかにして少
量多品種の水産物を流通させることができ
るかということも、漁業の存続や漁業者の
死活問題にも直結する課題となっていま
す。
　ところで、2013 年の漁業センサスによ
ると、日本全国の産地卸売市場の通過割合
は、83.7％とかなり高い値になっています。
これは、産地卸売市場には、水揚げ・選別・
値付けのための設備が整っており、ここで
作業をすることが最も効率が良いとされて
いるためです。一方、都道府県別の産地卸
売市場での取扱量を示した統計をみると、
漁獲量に対して産地卸売市場での取扱量が
少ない、つまり、産地卸売市場を通らない
水産物の量が多いのは、１位に広島県、２
位に大阪府、３位に岡山県となっています。
産地卸売市場は、一定量以上の商品を捌く
には都合がよいですが、水揚げされる魚の
種類と量によっては扱うことのメリットが
見いだせない場合もあります。
　そこで以下では、産地卸売市場を通らな
い水産物の取扱量が全国１位である広島県

では、どのように少量多品種の水産物を流
通させているのかを見てみたいと思いま
す。

２．広島県における漁業の様子
　広島県（東部）では、１名ないし２名の
従事者が小型漁船を用いて行う漁業が瀬戸
内海を漁場として行われています。瀬戸内
海は水深が浅く、海岸線が複雑に入り組ん
でいるため、沿岸の地域で行われる漁業は、
どうしても小規模な漁船、漁具を使用した
ものにならざるをえず、その結果、少量多
品種の水産物が多く漁獲・流通することに
なります。
　広島県では、このように漁獲された水産
物の一部は、産地卸売市場を通さずに流通
あるいは販売がされており、今回注目する
のは、直売所での販売、仲買業者を通した
流通、浜売りという方法です。

１） JA 尾道市直売所「ええじゃん尾道」
における販売
　広島県尾道市にある JA 尾道市の直売所

「ええじゃん尾道」は、農協の直売所であ
りながら鮮魚売り場を有していて、水産物
を販売しています。
　この鮮魚売り場には、尾道市内にある７
つの漁協の組合員であれば出荷できるよう
になっていて、出荷者は、パック詰めや値
札・品名ラベルの貼付を行った商品を冷蔵
ケースに自分で並べます。購入者は自分が
欲しい商品を取って集合レジで精算をしま
す。販売する魚種や魚のサイズ、パック詰
めの方法などは出荷者に委ねられており、
直売所内の調理スペースで、内臓や鱗の処
理をした調理済みの商品として販売するこ
とも可能です。ただし時化や不漁の日は販
売がなかったり、その日の商品が売り切れ
ても補充はしないことになっています。



50

東日本大震災と協同組合 －これまでとこれからの 10 年を見据えて－

　この直売所での販売は、漁業者にとって
は自身の裁量で出荷できる点や、購入して
いる人々の様子を自分で見聞きできること
が大きなメリットとなっています。一方で、
JA 尾道市は販売スペースを提供し、集合
レジで商品代金を回収する役割を担ってい
ますが、それ以外に商品管理は行っておら
ず、直売所で取り扱う商品の幅が広がると
いう理由から、好意的にとらえています。
漁協にとっては、自らで店舗を構えなくて
も水産物を販売できる点、そして、消費者
にとっては、新鮮な魚を購入できることや、
漁業者の様子を知ることができるといった
点が好評を博しています。

２）仲買業者を通じた流通
　次に「仲買業者」を通した流通を紹介し
ます。
　仲買業者とは、瀬戸内地域に独特の水産
物取扱業者の通称であり、漁業者から活魚
を買い取り、生簀で蓄養した後に、出荷先
の需要や注文に応じて活〆を行って、出荷・
販売をすることを仕事としています。
　仲買業者は沿岸部に、生簀と建屋を所有
しており、漁業者はその生簀に海側から船
で魚を持ちこみます。生簀の中ではどの漁
業者から持ち込まれた魚かを正確に区別す
ることはできなくなりますが、経験や見た

目の特徴から判断できるとのことです。な
お、仲買業者が漁業者から魚を買い取る時
点では価格が決まっていません。仲買業者
から卸売市場や飲食店等の出荷先への販売
時に価格が決定し、漁業者には後日、支払
いがなされます。なお、仲買業者の主な出
荷先は、卸売市場や飲食店など事業者が中
心です。
　仲買業者を通した流通の特徴は、分業に
よって各自の役割に集中できる点であり、
漁業者は漁業のみに、仲買業者は様々な種
類の魚を扱い、販売先の多様な注文に対応
できるという点が挙げられます。また、こ
の取引では魚１匹単位で価格が決まるた
め、良い魚には良い値段がつくということ
も大きな特徴です。
　仲買業者自身がいかに鮮度維持・管理が
できるかも重要ですが、販売先を多く確保
できるという点からは、非常に興味深い流
通経路です。

３）浜売りによる販売
　最後に紹介するのは「浜売り」です。こ
れは、漁から帰ってきた漁業者が漁船や桟
橋の上で、消費者に対して漁獲したばかり
の魚を直接販売する方法です。
　浜売りでは、漁業者が価格を設定して、
袋詰めを行い、接客もするのですが、漁協

「ええじゃん尾道」の水産物売り場
（2019 年２月 筆者撮影）

仲買業者の作業風景
（2019 年２月 筆者撮影）
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の事業ではなく、あくまで漁業者が個人的
に行う行為とみなされているため、人気が
ある魚や高く売れる方法について、漁業者
が自ら考え、責任をもって販売する必要が
あります。「魚を獲る」ということだけに
はとどまらない作業や知識を必要とします
ので、漁業者自身が工夫や苦労をする点も
たくさんありますが、特に若手の漁業者を
中心に、自分で考えることが魅力的に感じ
られており、図らずも自律的な漁業者の育
成につながっています。ただ、販売時に販
売記録をつける漁業者はほとんどおらず、
自身の経営管理への意識まではまだ醸成で
きていません。

３．地域の実情に合った漁業に向けて
　今回とりあげた、直売所での販売、仲買
業者を通した流通、浜売りは、いずれも、
漁業者が選択できる販路であり、これらの
販路が同じ地域に存在することは漁業者に
とって大きな魅力となっています。
　またいずれの流通経路においても正確な
商品管理が行われていない部分があること
も共通しています。この点は、今後加速す
るであろう漁業の管理という面から考える
と大きな論点になると推察されますが、現
状では、少量多品種の水産物を流通・販売
するにあたっては、細かい決まりを設け過
ぎないことが、ひとつのポイントになって
いると考えられます。
　地域の特性を踏まえたうえで、水産物の
流通方法や漁業・漁業者を支える漁協のあ
り方、水産物を購入する消費者をどのよう
に考えていくかということが、これからよ
り重要になるのではないでしょうか。

●報告Ⅲ
地域の食文化を対象とした観光がもたらす
意義と効果
片上敏喜 ( 日本大学）

１．「食文化」と「観光」について
　本報告では、地域の食文化を対象とした
観光活動に着目することを通じて、地域に
存在する多様な「食」を対象とした観光が
もたらす意義や効果について考えていきた
いと思います。
　まず始めに、本報告のテーマとなる食文
化の定義について述べさせて頂きます。食
文化は、「所属する文化の中で食について
の欲求を後天的に習得、継承し、充足さ
せてきた人々の行動の総体」（参考文献：
石毛直道 , 鄭大聲編著『食文化入門』講談
社 ,1995）として捉えることができます。
より具体的には、原材料をつくることか
ら、加工するまでの「食の生産文化」、出
来上がった加工品を運ぶことから買うまで
の「食の流通文化」、調理することから消
化することまでの「食事文化」の各過程（参
考文献：吉田集而編『講座食の文化１人類
の食文化』農村漁村文化協会 ,1998）によっ
て成立しているといえます。
　こうした食文化を観光活動において捉え
る時、「食の生産文化」は農業や加工品づ
くりの場を対象とした観光活動、「食の流
通文化」は市場や直売所といった場を対象
とした観光活動、「食事文化」は飲食でき
る場を対象とした観光活動といえます。こ
のように見た時、これまでの食文化を対象
とした観光活動においては、主に「食事文
化」を対象としたケースが多いといえま
す。一般的には、「B 級グルメ」や「肉フェ
ス」といったようなフードイベントにおけ
る「食べる楽しみ」に焦点があてられてき
たといえます。
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　しかしながら、食文化を対象とした観光
活動には、食べる楽しみのみに止まらず、
生産や加工・流通の現場にまで遡ったその
料理の「美味しさを生み出す背景」や「ど
のような歴史を経てその土地に根付いた
か」といったことを観ることができるとい
えます。私は、このような観点をもつ観光
を「食文化観光」と位置付けて研究を行っ
ております。食文化観光は、地域における
様々な「食」に関する活動から形作られて
いる「文化」の各段階を体験し、学ぶ観光
活動になります。そして、観光のもつ力で
ある「楽しむ」ということから「学び」へ
つなげていくことで、食をより理解し、「生
活の幅」を広げていくことができると考え
ます。
　一般的に、観光は非日常の空間において

「楽しむ」といった要素が強調される活動
ではありますが、本報告では、そうした非
日常の空間で楽しむという好奇心を原動力
として、自身の日常につなげていくことが
できる観光のあり方について考えていきた
いと思います。その際、ポイントとなるの
が、食に対する歴史や文化を知った上で、
観光を行っていくという点です。私たちが
日々の生活の中で食事を行う時は、食材の
出自や歴史、どのように作られて食卓まで
あがってきたのかということについて、特
に意識しなくても食べることができます。
しかしながら、私たち自身が食べるものは、
ある日突然、生まれたのではなく、食べる
ことができるに至るまでには、先述した食
文化の各段階における様々な事柄や歴史的
な経緯等があります。もちろん、そのよう
なことを知らなくても私たちは食べるとい
う行為を行うことはできますが、食べる物
の背景にある多様で多彩な事柄を「知った
上で食べる」のと「知らないで食べる」の
とでは、そのものの見方や感じ方が変化し

てくるのではないでしょうか。
　その「変化のあり方」を本報告では、「生
活の幅を広げていく」と捉えていきたいと
思います。そして、生活の幅を広げていく
ことができたとすれば、食に関わる様々な
思いや状況等を生活の中に取り入れていく
ことができる力の醸成につながっていくと
考えます。
　そして、こうした力が醸成されていくと、
その「次」の行動に変化がでてくると思い
ます。例えば、これまでは食品を購入する
時に、ある一つの基準（価格や容量等）の
みをもって購入していたとしても、「知る
こと」によって、これまでとは異なる考え
の枠組みから選択していくことができると
考えます。そうした「きっかけ」をもたら
すものとして、好奇心を高め、楽しむ力を
引き出すことができる観光という力に着目
していきたいと考えています。

２．「食文化観光」の事例
　こうした観光の力を踏まえた「食文化観
光」の事例として、奈良県で行われている
NPO『なら食』研究会（以下、『なら食』
研究会）の取り組みついて紹介させて頂き
ます。
　『なら食』研究会は、2005 年から生産者
と消費者との間に立ちながら、食文化・ 
伝統・地産地消・安全等の観点から五感を
通じて身近に体感でき得る機会を提供する
等、生産者と消費者の相互を繋げ、交流を
促進し、食の文化継承・発展を促すことを、
会の理念として活動を行っている非営利団
体になります。また私自身、同会の設立当
初から副代表として関わり、現在に至って
います。
　『なら食』研究会の活動内容は、奈良の
食文化研究、奈良の食文化を学習する公開
講座の開催、会報紙による奈良の食に関す
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る情報発信等を行っています。こうした活
動の中で、 設立当初の 2005 年から奈良県
内にある食や農に関わる産業を対象とし
て、「奈良の『食』発見ツアー」と題した
観光ツアーを企画し、奈良の食関連産業の
現場に赴き、奈良の食の歴史・文化を体験
する活動を行っています。その行き先は、
醤油、日本酒、お茶、お酢、味醂、葛、素
麺、奈良漬け、柿の葉寿司といった奈良を
代表する食関連産業から、割り箸、和紙、
食器といった食と関係性をもつ産業まで多
岐に渡って展開しています。同ツアーは毎
回 20 名前後を上限として開催され、これ
までに計 41 回（2021 年 6 月現在）実施し
てきました。
　奈良の『食』発見ツアーでは、「食文化
の由来を知り、先人たちによって蓄積され
てきた知恵を学び、それを生活に活かすこ
とを通して、過去から現代にいたる連綿と
したつながりの中に自分を発見する魅力あ
る観光」をコンセプトとして、移動手段に
はマイクロバスを使用して、目的地までの
移動の車中においてツアーの行先に関係す
る奈良の食の歴史・文化等についての説明
を行い、実際の生産現場を訪問しています。
本報告では、そのようなツアー先の一例と
して、奈良の醤油について紹介させて頂き
ます（※以下の『 』内はツアー当日の車
中で学ぶ情報内容の一端を紹介します）。
　『奈良県の醤油醸造は文化年間（1804 ～
1817）に始まり、大正初期に近代工業へと
発展していきます。奈良県の醤油醸造業の
特徴としては、奈良県内の各地域に醤油醸
造所を有しているところにあります。一方
で 1950 年（昭和 25 年）には 75 軒あった
奈良県内の醤油屋も 2021 年時点では 19 軒
となっていますが、それでも地域ならでは
の醤油が現在も醸造されています。醤油は
微生物の発酵による「醸造」によって造ら

れ、比較的温暖多湿の気候のなかで、秋か
ら春にかけて仕込みを行って造られていま
したが、現在では冷暖房設備の発達によっ
て季節・気候に関係なく、四季を通して醤
油の「製造」ができます。しかし、奈良県
においては、春仕込みを主とし、奈良の醤
油の特徴である醤油の味や風味、原料の質
の違いや醸造期間、また蔵や醸造方法に
よって違いが出てくる「蔵癖」を活かし
た「醸造」を用いて、奈良の気候と蔵に住
み着いた菌の発酵からじっくりと時間をか
けて醤油を造る醸造所が数多く残っていま
す』。

 

 

木桶で醸造される醤油蔵の見学
（2019 年１月 筆者撮影）

醤油の原料である蒸した大豆と炒った
小麦に種麹を加えて、食塩水につけて作る

醤油の元となる「醤油諸味」の見学
（2019 年１月 筆者撮影）
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　奈良の『食』発見ツアーでは、奈良の食
に関連する歴史や文化について学んだ上
で、写真で紹介したような形を例として、
実際の現場を訪問します。
　こうした一連の過程を通じて、私たちが
食べているものがどのように作られてきた
のかという食の歴史や文化等について、観
光のもつ力である「楽しむ」ということか
ら「学び」へとつなげています。同ツアー
では、このような活動を通じて食をより理
解し、生活の幅を広げていく「きっかけと
しての観光」を実施しています。

3．食文化観光をつくるためのアクション
リサーチ
　最後に、食文化観光を実際に行うための
アプローチとしての「アクションリサーチ」
について述べさせて頂きます。
　食は私たちの日々の生活の中にあるた
め、半ば当たり前のものとして捉えられて
いる傾向があります。ゆえに価値のあるも
のとして守り、継承していくものとして認
識されにくいともいえます。いうまでもな
く、日本には四季があり、本来、私たちが
毎日食べている食品には季節ごとに応じ
て、旬があります。しかしながら、様々な
技術革新等によって、必ずしも四季や旬に
寄り添わなくても食品が製造できるように
なりました。一方で、本報告で紹介した醤
油を例にとって見てみると、奈良の醤油の
発酵過程を見学するのに見応えのある時期
としていえるのは、夏の期間になります。
それは、夏の暑い気温が醤油の発酵を促す
のに適しており、醤油が発酵している様子
がとても具体的に可視化されるからです。
このような現場の状況に即した食文化観光
を実施するために、有効と考えられる方法
が、「アクションリサーチ」です。
　アクションリサーチは、社会問題の解決
に向けて、多様な人々が分け隔てなく協同
して取り組む実践方法を表します。具体的
には、課題解決のために、関係者自らが中
心となって問題を課題（解決しなければな
らない問題、果たすべき仕事）として共有
し、その地域に関するデータを収集・分析

（リサーチ）して、解決策を導き出す行為」
になります。
　アクションリサーチの要は、「現場」に
目を向け、調査・研究・実践等を行うこと
を、第一の目的としているところにありま
す。ゆえに、地域の気候、原料、技術等を
基盤として作り上げている地域の食関連業

熟成した醤油諸味を
搾り布に包む様子を見学

（2019 年１月 筆者撮影）

搾り布に包んだ醤油諸味を搾ることで
抽出される「生醤油」の見学
（2019 年１月 筆者撮影）
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者を対象として、作り上げる食文化観光を
実施する時に有効なアプローチになると考
えています。

●各報告へのコメント
小田巻友子（立命館大学）
　本分科会における各報告は、いずれも食
を中心に据えた上で、食を通してコミュニ
ティの再構築や協同組合間協同、あるいは
文化の醸成を図るという取り組みについて
述べられていました。経済学の領域では、
食というのは一般に商品としての側面が強
調され、その食の価値を価格で測る傾向が
あります。しかしながら、各報告では、そ
うした市場での評価を超えて、食が持つ多
様な意味や価値、そして食の生産・加工・
流通過程に集う人々の協同に焦点をあてて
いるのが重要な点といえます。
　食を考えていく時に、人々が織りなす多
様な協同に目を向けることは非常に重要な
観点であるとともに、そうした観点から食
を考えていくことがもたらす効果について
も示唆に富む内容であったと思います。
　次に、各報告に対する個別のコメントに
ついて述べるとともに、コメントに対する
回答を受けて、本分科会のテーマについて
深めていきたいと思います。

●第 1 報告へのコメントと回答
・第 1 報告へのコメント①（小田巻）
　報告の中で、大豆の会の取り組みについ
てのご紹介がありました。この取り組みは、
生産・加工・販売のプロセスを生産者だけ
でなく消費者も理解する必要があり、まさ
に協同組合だからこそできた取り組みでは
ないかと考えます。そこで、同会における
会費や購入頻度等についての取り決めがあ
ればお教え頂けるでしょうか。

・コメント①への回答（第 1 報告者・則藤）
　ふくしま大豆の会の取り組みの重要なポ
イントは、「会員制」を取り入れていると
ころにあります。同会の食品は店舗には置
いておらず、原則は生協の共同購入と個人
宅配のみの取扱いであるため、同会の理念
に対して理解した人が会員となり、供給さ
れています。また会員に登録すると自動的
に毎週、商品が届くため、共同購入や個人
宅配の購入の際の注文用紙への記入が不要
になります。このようなシステムを採用し
ているのは、「生産者を買い支えたい」と
いうふくしま大豆の会としての理念と応援
の持続を両立させるためです。納豆や豆腐
といった食品は毎日食べるものであるた
め、例えば１つ 200 円という価格になって
しまうと、日々の生活の中で食べ続けるこ
とが難しくなります。
　そこで無理なく食べ続けることができる
価格（130 円）を設定するとともに、130
円として販売する場合でも、安定的な利益
を確保できる数値を算出しました。それが
1 万食になります。現在、同会の会員登録
は 2 万人ほどになりますが、こうした会員
が安定的に食べ続けることによって食べ支
えるという仕組みを、1990 年代から話し
合いを積み重ねて作り上げ、現在に至って
います。
　加えて、食べ支えることのみに留まらず、
会員を対象として実際に大豆を生産してい
る畑を見学して、生産者の方々と交流する
取り組みや、大豆を加工する豆腐のメー
カーの現場に足は運び、交流するといった
取り組みも行っています。現在はコロナ下
で難しいところもありますが、食べ支える
背後の交流も大切にしています。

・第 1 報告へのコメント②（小田巻）
　震災復興に向けたこれからの 10 年を考
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える上で、そこでの取り組みとして、小さ
な農、小さな協同というキーワードが出て
きました。なぜ福島の土地で、「小さな協同」

「小さな農」が重要なのか。そこで対置さ
れているのは、生協や農協などの「大きな
協同」だと推察しますが、両者の差異をど
のように捉えているのかお聞きしたいと思
います。

・コメント②への回答（第 1 報告者・則藤）
　お答えするのが非常に難しい問いではあ
りますが、私自身、今考えているのは、原
子力被災地で大きな協同と小さな協同の関
係性のあり方についてです。
　震災により、大熊町周辺はすべての生活
が奪われ、そこで生活することができなく
なりました。このような状態においては、
農協や生協といったいわゆる大きな協同が
入ってサポートできる余地が極めて少な
かったといえます。放射能汚染対策を確立
して避難解除が徐々に行われ、生活を取り
戻していこうとする動きの中で、まず最初
に小さな協同がスタートしていくと考えま
す。
　一方で、第１報告の中でも触れました
が、産業として農業が復興していくための
営農再開や効率的な営農組織の形成におい
ては、農協が主要な役割を果たしていくこ
とになります。こうした産業としての農業
の復興で農協が関わる部分と、小さな協同、
特に第 1 報告で述べた災害公営住宅にある
共有スペースでの家庭菜園等からなる「小
さな農」との「接合」を通じて、食からコミュ
ニティを再生していく取り組みへとつなげ
ていくことが重要であると考えます。例え
ば、農協が一つの事業として捉えて「小さ
な農」への応援や支援を行っていくことも
重要だと考えます。
　一方で、これは私自身の調査不足を痛感

しているところではありますが、消費者・
市民の協同組合としての生協が、本報告の
文脈においてどのように積極的に関わって
いくことができるのかということについて
は、今後、調査していきたいと考えていま
す。

●第 2 報告へのコメントと回答
・第 2 報告へのコメント①（小田巻）
　報告をお聞きして、浜売りや直売所など
のように、漁業者と消費者が直接顔を合わ
せられる流通経路の存在意義は大変大きい
と感じました。そこで、このような漁業者
が特定できる販売方法がもたらす意義と流
通経路の多様化における漁業協同組合の役
割について、報告者のお考えをお聞かせ下
さい。

・コメント①への回答（第 2 報告・山野）
　水産物の流通経路は複雑で、漁業者と消
費者が直接接点を持つ機会は農産物以上に
少なくなっています。そのような中で、今
回紹介したような販売方法は、漁業の様子
を含めて食を支える人の姿を知ることにつ
ながり、大きな意義があると考えます。
　また、流通経路が多様化する中で漁協に
は、漁業者が漁業で生活できるように漁業
の在り方や漁獲から販売までの仕組みを整
える役割が課せられていると考えます。特
に少量多品種の水産物が多く獲れる地域に
おいては、これらの水産物を極力無駄にす
ることなく消費者に届けられる仕組みを考
えていくことが重要になります。今回紹介
した事例においては、漁協はまだそのよう
な仕組みづくりに積極的に関わりきれてい
ませんが、漁獲できる魚種などその地域の
特徴を考慮した上で、漁業者が漁業で生活
して行くための場を作り上げていくこと
が、今後の大きな課題であるといえます。
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　また、今回紹介した農協の直売所での水
産物の販売については、農協と漁協の協同
組合間協同と捉えることもできますが、提
携を結んでいるのではなく、両者の都合が
合致した結果として行われている取り組み
です。今後は、こうした取り組みを明確な
目標や目的をもって継続できるかどうかが
重要になると考えます。

・第 2 報告へのコメント②（小田巻）
　浜売りの場合は消費者が現地に赴く必要
があり、そこに販売量拡大における課題も
あるのではないかと思いました。その中で
も特に若い漁業者の受け止めとしては、こ
うした浜売りのような自家販売を今後も強
化していく方向なのかをお聞きしたいと思
います。

・コメント②への回答（第 2 報告・山野）
　浜売りの特徴は、今獲ってきた水産物を
販売するところにあり、どうしても早い者
順で売ることになります。一方で購入者も
そのことが分かっているので、恒常的な購
入先として考えているわけではありませ
ん。漁業者も、需要と供給のバランスが読
みづらいことなど、様々な理由から、浜売
りを販売方法の中心にするのは難しいと
思っているのが現状です。
　ただ、どのように工夫すれば自身の魚が
高く売れるのかを体感するためには、浜売
りは非常に効果的です。そのため、もとも
とは若い漁業者を中心に始まった動きでし
たが、今ではベテランの漁業者のなかにも
興味を示す方が多くおられます。
　また、現在漁協は浜売りには関わってい
ませんが、今後、特に若い漁業者が浜売り
を行う際のサポート体制を整えてはどうか
という声も出てきています。
　主流の販路と位置付けることは難しいで

すが、漁協としても、後継者育成の意味も
込めて、漁業者が漁業で食べていくことが
できるようにするための議論に組み込むこ
とは検討しています。

●第 3 報告へのコメントと回答
・第 3 報告へのコメント（小田巻）
　報告の中で述べられていましたアクショ
ンリサーチの視点は、協同組合の活動にお
いても根付いているものであると思いま
す。協同組合も、自分たちを取り巻く環境
を変えたいと願う人たちの手によって生み
出され（アクション）、集う人々の声に真
摯に耳を傾け（リサーチ）して、社会問題
の解決にあたってきたといえます。そこで、
食文化観光における研究手法として、従来
の研究手法と比較したときのアクションリ
サーチの意義や限界とは何かという点と、
協同組合的な実践との違いや共通点をどこ
に見いだせるかといった点についてお聞き
したいと思います。

・コメントへの回答（第 3 報告・片上）
　アクションリサーチの意義については、

「自身のものにできる」ということと考え
ています。自身のものにできるという言葉
の中には、様々な要素があるのですが、例
えば実際にツアーを行っていく中での準備
段階で、当日に巡るツアールートと全て同
じ時間と道で車を走らせて、行程の状況を
確認するという作業を行っています。当然
の準備といえるかもしれませんが、「こう
したこと」に重きを置き、起こりうる様々
な事柄に対処していく準備を行っていま
す。
　また事前に奈良の『食』発見ツアーの対
象となる奈良の食関連業者との打ち合わせ
を行うことを通じて、ツアー当日にどのよ
うなことをコンセプトとして、現場に訪問
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し、情報を発信していくかということにつ
いて入念な確認を行います。加えて、事前
に現場に訪問することによってのみ得るこ
とができるソフト面・ハード面双方の多様
な情報を臨機応変に組み合わせて、奈良の
食の歴史や文化を「どのように見せるか」
ということを考えます。
　このように「それぞれの状況」を的確に
捉えて実施していく姿勢を重視して行うと
ころに、アクションリサーチの意義がある
と考えます。
　一方で、アクションリサーチの限界につ
いてですが、これは限界というよりも、「適
応範囲」ということがいえるかと思いま
す。アクションリサーチは、「対象地域で
実施する場合」ということを第一に考えて
行っていく必要があります。例えば、本報
告で述べたアクションリサーチは、「奈良
という地域」で食文化観光を行う時に必要
な要素になります。もちろん、他の地域で
も共有できる要素もありますが、重要なの
は「対象に即した多様で柔軟な対応・アプ
ローチ」になります。そのためには、地域
性に目を向け、場所や状況の違いを感知し、
画一的な手法を当てはめず、地域性をその
まま取り上げて、定性的に状況を読み取り、
状況に即した行動が重要となります。そう
した行動がアクションリサーチになります
ので、適応できる範囲を見定めて実施して
いくことが重要になるといえます。
　次に、協同組合的な実践との違いや共通
点というところにおいては、違いそのもの
というのはなく、共通点がとても多いと思
います。アクションリサーチを行う背景に
は、物事や対象となるものについての「思
い」や「目的」があり、それらを達成して
いくために観光活動を実施するということ
そのものは、協同組合における事業のあり
方と同じではないかと考えます。

　一般的に観光について評価する指標とし
ては、どれだけの人数が来訪したかという
ことや経済的な効果はどれほどあったのか
といった数値的なことが表に立ちますが、
数値だけを見るのではない考えが、食文化
観光には重要になってきます。協同組合関
連における事業活動においても、事業とし
ての収益が出にくいものもあるかとは思い
ますが、いかにして社会的課題の解決を果
たしていくかという「ミッション」を重視
することが、組織の使命として大事しなく
てはならないことだと思います。そこでは、
数値的なことももちろん大事ではあります
が、そうしたことのみを目的とするのでは
なく、ミッションの達成を第一に考えてい
く姿勢が重要になるといえます。
　活動を行うにあたり、活動の対象となる
ものの内実や状況を理解・共有し、掲げた
ミッションに関係者が共感・賛同していく
ことによって、様々な支援が得られ、それ
によって新たな展開や循環が成されると思
います。そうした協同組合的な実践そのも
のがアクションリサーチと呼べるのではな
いかと考えています。

●第 1 分科会を終えて
　本分科会は、新型コロナウイルス感染症
予防のため、オンラインでの開催となりま
したが、参加して頂いた皆様から素晴らし
いご質問や貴重なご意見を頂きました。残
念ながら紙幅の関係で、当日のご質問やご
意見等について掲載することはできません
が、登壇者一同、参加していただきました
皆様に心より御礼申し上げます。


